第３章

計画の内容
基本理念 「男女が共に生き 知恵を出し合い 共に輝くまちづくり」
計画の体系

	基本目標１
	男女共同参画への意識づくり
	男女共同参画への理解促進
	多様な媒体によるわかりやすい広報・啓発

	
	
	
	関係機関との連携・協力による啓発

	
	
	
	統計等資料の整備

	
	
	男女共同参画の視点による学習の推進
	男女共同参画の視点に立った学校教育の充実

	
	
	
	学校運営における男女共同参画の推進

	
	
	
	幼児期における男女共同参画教育の取り組み

	
	
	
	教職員等への研修の充実

	
	
	
	意識改革のための学習機会の充実

	基本目標２
	男女共同参画の社会環境づくり
	ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進
	子育て支援の充実

	
	
	
	事業主に理解と職場環境整備の促進

	
	
	
	無料職業紹介所の充実

	
	
	
	女性家族労働者の就労条件の整備

	
	
	
	男性の家事、育児、介護等への参加促進

	
	
	地域活動における男女共同参画の環境づくり
	地域活動における女性の参画促進

	
	
	
	コミュニティ活動の促進

	
	
	
	ボランティア活動の支援

	
	
	
	災害時における男女双方の視点の反映

	
	
	
	防災分野における女性の参画

	
	
	政策・方針決定過程への男女共同参画の推進
	審議会等への女性委員の参画促進

	
	
	
	女性の政治参画を推進するための啓発

	
	
	
	女性の人材育成のための研修や学習機会の充実

	基本目標３
	人権が侵害されることのない社会環境づくり
	人権が侵害されることのない社会環境づくりに向けた支援
	ＤＶやセクハラ等の防止に向けた啓発活動の実施

	
	
	
	各種相談の実施




基本目標１　男女共同参画への意識づくり

（１）男女共同参画への理解促進

【現状と課題】
男女共同参画社会への取組みが全国で進められていますが、「男女共同参画」という言葉自体や基本的な考え方が十分に認知され、理解されるまでには至っていないのが現状です。また、その考え方、とらえ方は性別・年代によって異なりますが、依然として「男は仕事、女は家庭」という女性の生き方を固定的な考えでとらえようとする意識が存在しています。このように、いまだに固定的な性別役割分担意識や不平等感が社会的に解消されない点に加え、「男女共同参画」の考え方が十分に理解されない点については、男女共同参画を推進していく上で大きな支障となっています。
また、本町が男女共同参画を効果的に推進していくためには、本町における現状や課題を十分に把握し、各種施策に反映させていくことが重要です。

【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○多様な媒体によるわかりやすい広報・啓発

○関係機関等との連携・協力による啓発
○統計資料等の整備

	・様々な媒体を活用し、わかりやすくするなど工夫しながら広報・啓発を展開していきます。
・男女共同参画に関する関係機関や団体等と連携・協力しながら、広報・啓発活動を実施していきます。

・男女共同参画に関する統計等により現状を把握するとともに、施策推進の参考とするため、統計資料等の整備を行っていきます。


	・広報たなぐら、ホームページ、フェイスブックの充実

・県男女共生センターとの連携、協力


	総　務　課
企画情報課

総　務　課
生涯学習課

総　務　課
企画情報課



基本目標１　男女共同参画への意識づくり

（２）男女共同参画の視点による学習の推進

【現状と課題】
男女共同参画を進めていくためにはあらゆる機会を通じて情報や学習機会を提供し、生涯にわたり主体的で多様な生き方を選択できる能力を育成することが重要です。
また、教育の充実が男女共同参画を推進していくうえで人格形成に大きな影響を与え、特に幼児期における男女共同参画の視点に立った教育は、男女平等意識づけが形成されるばかりでなく、人権を尊重する心を育むことができます。
さらに、子どもだけではなく大人も含め多くの人に男女共同参画の考え方を理解していただくには、広報活動だけでは十分とは言えません。男女共同参画社会実現の必要性・重要性を理解し、現状を正しくとらえ、課題解決に向け一人ひとりが取り組むためには、学習機会の充実を図ることも重要です。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○男女共同参画の視点に立った学校教育の充実

○学校運営における男女共同参画の推進


	・各小中学校の児童・生徒に対し、男女　　　　共同参画意識を醸成するため、男女共同参画の視点に立った授業の取り組みに努めます。

・行事等において男女が共同で参画できる体制づくりに努めます。また、性別にとらわれることなく、個々の児童・生徒の能力・適正を生かした進路指導やキャリア教育を推進します。


	・取組事例の調査、研究

・男女平等観に立ったキャリア教育の推進


	教育総務課
教育総務課

生涯学習課





	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○幼児期における男女共同参画教育の取り組み

○教職員等への研修の充実

○意識改革のための学習機会の充実

	・幼稚園児や保育園児に対して、性別にとらわれず、一人一人の個性、能力を伸ばし、自立を促す保育への取り組みに努めます。

・学校教職員及び幼児を教育・保育する立場にある者への男女共同参画教育研修の充実を図ります。

・男女の固定的な役割分担意識の是正や意識改革のための各種講演会など、学ぶ機会を充実させます。
	・教育関係者に対する研修機会の提供

・各種講演会の開催

・県男女共生センター主催セミナーの紹介


	健康福祉課　　教育総務課

教育総務課
総　務　課
生涯学習課
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基本目標２　男女共同参画の社会環境づくり

（１）ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進

【現状と課題】
いわゆる「育児・介護休業法」が平成１７年に改正されて以来、多くの事業所で育児休業制度等の整備が進んできていますが、いまだに取得者における男女の割合には大きな隔たりがあるため、今後も事業者に対して男女共同参画への理解を促進していくとともに、育児や介護への支援制度の充実が求められています。
　　また、女性の社会進出が進むなか、育児や介護などの両立が難しく、男性と比較して生涯にわたる就業を継続しにくい環境にあります。
男女がともに働きやすい職場環境を整備していくためには、事業者や個々の就業者がともに仕事中心のライフスタイルの見直しや長時間労働の抑制に取り組んでいくことが重要であるため、ワーク・ライフ・バランスの必要性や効果について積極的に情報提供や啓発を行っていく必要があります。
また、家事や育児、介護などにおいて女性の負担軽減を図り、男女がともに仕事、家庭生活、地域活動などにバランスよく参画できるよう取り組む必要があります。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○子育て支援の充実

○事業主の理解と職場環境整備の促進

	・保育園での延長保育、一時保育など就労形態にあった保育サービスの充実を図ります。また、棚倉町子どもセンターの活用を図るとともに、子育てボランティアを育成します。
・幼稚園の預かり保育を充実させます。また、放課後児童クラブについては時間の延長と対象を小学校１年生から６年生まで拡大します。

・男女共同参画に関する関係機関や団体等と連携し、事業主に対してワーク・ライフ・バランス推進に係る意識啓発を図ります。また、仕事と家庭生活が両立しやすい各種制度や多様な就労形態の普及に努めます。


	・ファミリーサポートセンター事業の実施

・預かり保育及び放課後児童クラブのサービスの充実

・福島労働局や県男女共生センターとの連携、協力

・労働時間の短縮など多様な就労形態の普及促進

・ハローワークとの連携


	健康福祉課

教育総務課

健康福祉課

総　務　課
商工農林課




	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○無料職業紹介所の充実

○女性家族労働者の就労条件の整備

○男性の家事、育児、介護などへの参加促進
	・女性の就労を支援するため、関係機関等と連携して各種就労情報を提供します。また、再就職や再チャレンジのための支援及び労働条件の改善に向けた啓発等を実施し多様な生き方を支援していきます。

・女性家族労働者の役割や就労条件、就労環境を明確にする協定を結ぶ等、女性の個性と能力が十分に発揮できる就労条件の整備を推進していきます。

・男性の家事、育児、介護等への参画を促進するため、育児・介護休業法等の情報提供をするとともに男性が参加しやすい研修機会の確保に努めます。


	・求人、再就職情報の提供

・「家族経営協定」の普及促進

・育児・介護休業法等の周知

・各種講座の開催
	商工農林課

商工農林課

商工農林課

健康福祉課
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基本目標２　男女共同参画の社会環境づくり

（２）地域活動における男女共同参画の環境づくり

【現状と課題】
少子高齢化が進むなか、すべての住民が心豊かに充実して暮らせる地域社会を実現していくためには、男性が仕事で培ってきた経験やノウハウを生かしながら地域活動に参画するだけではなく、女性が地域活動において役員を担うことによって、多様な視点や新たな発想をそれぞれの場に反映していくことが不可欠です。
しかしながら、地域で活動する団体等における女性役員の割合は低く、また、若い世代の参画も少ないのが現状です。
地域における男女共同参画の環境づくりのため、男性は「仕事優先」、女性は「家庭優先」という固定的な性別役割分担意識をなくしていくことが求められています。
また、東日本大震災時の避難所等において、女性の視点が反映されにくい状況を踏まえ、災害時の対応において男女双方の視点を反映させるとともに、防災分野における女性の参画ができるよう取り組む必要があります。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○地域活動における女性の参画促進

○コミュニティ活動の促進

○ボランティア活動の支援

	・女性にとって住みよい地域社会づくりを推進するため、町内会等における方針決定過程への女性の参画を促進していきます。

・男女がともに地域活動に参画できるよう意識の高揚を図るとともに、女性が活動しやすい活動拠点の整備やネットワークづくりを促進します。

・ボランティアの養成講座を開催するなど、女性の社会参加を促進するとともに、ボランティア活動の支援を図ります。


	・リーフレット等による啓発、情報提供

・男女共同参画に関わる団体のネットワーク化の促進

・ボランティア養成講座開催情報の提供


	総　務　課

総　務　課

総　務　課




	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○災害時における男女双方の視点の反映
○防災分野における女性の参画


	・災害時に避難所が設置された場合において、男女双方が積極的に運営に参画し、女性や要援護者に配慮した環境を整備します。また、女性や高齢者、乳幼児、要援護者等の特有の物資を供給できるよう対応します。
・防災分野の政策・方針決定過程の場等への女性の参画拡大を図っていきます。


	・防災関係の審議会等への登用促進
	住　民　課
住　民　課
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基本目標２　男女共同参画の社会環境づくり
（３）政策・方針決定過程への男女共同参画の促進

【現状と課題】
本町の政策形成に多様な視点を取り入れ、男女がともに暮らしやすいまちにしていくためには、女性の視点が不可欠です。
本町の審議会等における女性委員の割合については、「たなぐらまち男女共同参画計画」に基づき女性の登用について配慮してきた結果、年々増加傾向にあり、平成１９年度の１５．６％から平成２６年度は２１．９％になりましたが、国の目標値である３０．０％までは依然として開きがある状況です。審議会等の性格上、他機関の有識者で委員を構成する規定があるなど、容易に女性の参画率が向上しない状況にありますが、政策・方針決定過程における女性の参画を促進していくためには、女性への意識啓発と自ら意識と能力を高め力を持つこと（エンパワーメント）が不可欠です。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○審議会等への女性委員の参画促進

○女性の政治参画を推進するための啓発

○女性の人材育成のための研修や学習機会の充実


	・幅広く町民の意見を反映するため、各種審議会等へ女性委員の登用を促進することに務めます。
・女性の政治への関心と参画を促進するため情報を提供し意識の高揚に努めます。

・各分野へ女性の登用を促進するため、研修や学習の機会を提供します。また人材の発掘と養成に努めます。


	・女性の登用率向上に配慮した人選

・県男女共生センターとの連携、協力
・成人式における政治参画啓発

・各種講座開催情報の提供


	各課
総　務　課
生涯学習課

選挙管理委員会

総務課
生涯学習課





基本目標３　人権が侵害されることのない社会環境づくり
（１）人権が侵害されることのない社会環境づくりに向けた支援
【現状と課題】
配偶者、恋人などのパートナーからの暴力（ドメスティック・バイオレンス）（以下「ＤＶ」という。）、職場や学校でみられるセクシャル・ハラスメント（以下「セクハラ」）、性暴力、人身取引などは犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であり、その多くは女性が被害者となっています。
国は平成１３年に配偶者暴力防止法を制定し、県においても平成１６年度から女性の保護行政を行う「女性のための相談支援センター」が整備されました。
このように、男女間の暴力根絶の取り組みが進む一方、依然として女性に対する暴力が見られ、まだ潜在していることが推測されます。
暴力の存在は、人間の尊厳を踏みにじり、男女共同参画社会の実現を阻害するものであることから、性差別や暴力を許さない社会の形成に向け、関係機関等との連携により、積極的に取り組んでいく必要があります。
【主要施策】
	施策の内容
	施策の概要
	主な取組
	担当課

	○ＤＶやセクハラ等の防止に向けた啓発活動の実施
○各種相談の実　

　施


	・ＤＶやセクハラ等に対し正しく理解するための啓発を図り、ＤＶやセクハラ等の被害者を減らす取り組みを行っていきます。そのため、ＤＶやセクハラ等の防止に向けて関係機関と連携して事業を行うとともに協働しながら啓発活動を行っていきます。

・日常生活での悩みや行政への問い合わせ等の相談を職員が受け付けており、相談内容によって人権相談や無料法律相談等専門的な相談機関の紹介や関係課、機関と相互連携を図ることで対応していきます。


	・リーフレット等による啓発、情報提供

・個人情報の適切な管理

・窓口での相談受付

・社会福祉協議会の心配ごと相談

・国、県の相談窓口の情報提供
	総　務　課
健康福祉課

住　民　課
総　務　課
健康福祉課
(社会福祉協議会)
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